
広 報広 報あ や せあ や せあ あ や や せせ
22017年（平成29年）7月1日号

毎月ゼロの日（10日・20日・30日）は、テレビやゲームを一休みして家族で読書をするなど、ふれあいの時間として過ごしましょう　問生涯学習課☎70・5658

医
療
機
関
で
の
支
払
い
が
限
度

額
ま
で
と
な
る
た
め
、
手
続
き

は
不
要
で
す
。

　

29
年
度
の
市
民
税
が
引
き
続

き
非
課
税
世
帯
の
方
で
、
過
去

12
か
月
以
内
の
入
院
日
数
が
90

日
を
超
え
て
い
る
場
合
は
、
入

院
費
と
併
せ
て
食
事
代
も
減
額

で
き
る
場
合
が
あ
る
の
で
、
入

院
日
数
の
確
認
が
で
き
る
領
収

書
も
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。

　

申
７
月
18
日
〜
８
月
31
日
に

必
要
な
方
の
国
民
健
康
保
険
証

と
現
在
の
認
定
証
を
持
参
し
、

保
険
年
金
課
へ
直
接
。

高
額
療
養
費
の
自
己
負
担

限
度
額
の
変
更

　

70
歳
以
上
で
国
民
健
康
保
険

か
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加

入
し
て
い
る
方
の
う
ち
、
市
民

税
が
非
課
税
で
な
い
方
の
高
額

療
養
費
に
お
け
る
自
己
負
担
限

度
額
が
、
29
年
８
月
診
療
分
か

ら
変
更
と
な
り
ま
す
。
同
変
更

に
伴
う
手
続
き
は
不
要
で
す
。

　

市
民
税
が
非
課
税
の
所
得
区

分
の
方
と
70
歳
未
満
で
国
民
健

康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
方
の

限
度
額
は
変
更
あ
り
ま
せ
ん
。

　

問
同
課
☎
70
・
５
６
１
７
。

限
度
額
適
用
認
定
証
な
ど

の
更
新

　

高
額
療
養
費
に
か
か
る
限
度

額
適
用
認
定
証
か
限
度
額
適
用・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
を
持

ち
、
８
月
１
日
以
降
も
入
院
な

ど
で
認
定
証
が
必
要
な
方
は
、

更
新
の
手
続
き
が
必
要
で
す
。

　

70
〜
74
歳
で
、
29
年
度
の
市

民
税
が
非
課
税
世
帯
で
な
い
方

は
高
齢
受
給
者
証
を
病
院
な
ど

へ
提
示
す
る
こ
と
で
、
同
一
の

わが家の住宅用火災警報器　今すぐチェック

書
か
口
座
振
替
に
よ
る
納
付
方

法
）
と
な
り
ま
す
。

①
年
金
給
付
額
が
年
額
18
万
円

未
満

②
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
と

介
護
保
険
料
の
合
計
額
が
年
金

給
付
額
の
２
分
の
１
を
超
え
る

③
年
度
途
中
で
後
期
高
齢
者
医

療
の
資
格
を
取
得
（
75
歳
に
な

っ
た
方
、
転
入
し
た
方
な
ど
）

④
特
別
徴
収
か
ら
口
座
振
替
に

変
更
―
な
ど

　

保
険
料
の
未
納
が
な
い
方

は
、
申
し
出
に
よ
り
支
払
い
方

法
を
特
別
徴
収
か
ら
口
座
振
替

に
変
更
で
き
ま
す
。

減
額
認
定
証
が

新
し
く
な
り
ま
す

　

現
在
使
用
の
限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
（
減

額
認
定
証
）
の
有
効
期
限
が
７

　

７
月
中
旬
、
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
の
加
入
者
全
員
に
29
年

度
の
保
険
料
額
決
定
通
知
書
と

納
入
通
知
書
を
送
付
し
ま
す
。

保
険
料
額
は
、
前
年
（
28
年
１

月
〜
12
月
）
の
所
得
額
に
応
じ

て
、
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域

連
合
が
決
定
し
ま
す
。　

　

保
険
料
額
は
、
被
保
険
者
全

員
が
均
等
に
負
担
す
る
「
均
等

割
額
」
と
、
被
保
険
者
の
所
得

に
応
じ
て
負
担
す
る
「
所
得
割

額
」
の
合
計
額
と
な
り
ま
す
。

計
算
は
被
保
険
者
個
人
単
位
で

行
い
ま
す
。
均
等
割
額
は
４
万

３
４
２
９
円
、所
得
割
率
は
８
・

66
％
、
限
度
額
は
57
万
円
で
昨

年
度
と
同
様
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

保
険
料
の
納
付
方
法
は
、
特

別
徴
収
（
年
金
か
ら
の
差
し
引

き
）
が
原
則
で
す
が
、
次
に
該

当
す
る
方
は
普
通
徴
収
（
納
付

申
請
で
納
付
免
除
・
猶
予
も

申
請
で
納
付
免
除
・
猶
予
も

  

国
民
年
金
保
険
料

国
民
年
金
保
険
料

月
31
日
で
満
了
と
な
る
た
め
、

８
月
１
日
以
降
は
使
用
で
き
な

く
な
り
ま
す
。

　

現
在
、
減
額
認
定
証
（
若
草

色
）
を
持
っ
て
い
て
８
月
１
日

以
降
も
対
象
と
な
る
方
（
市
民

　

国
民
年
金
の
第
１
号
被
保
険

者
で
、
経
済
的
理
由
な
ど
で
保

険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な

場
合
は
、
申
請
し
て
承
認
を
受

け
る
と
免
除
や
猶
予
さ
れ
ま

す
。
承
認
期
間
は
７
月
〜
来
年

６
月
の
１
年
間
で
、
毎
年
申
請

が
必
要
で
す
。
継
続
を
希
望
し

て
全
額
免
除
か
納
付
猶
予
を
承

認
さ
れ
た
方
は
、
次
年
度
以
降

は
原
則
と
し
て
申
請
不
要
で
す
。

■
対
象

　

第
１
号
被
保
険
者
で
次
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
方
。

①
本
人
、配
偶
者
、世
帯
主
（
納

付
猶
予
は
本
人
、
配
偶
者
）
そ

れ
ぞ
れ
の
前
年
所
得
が
定
め
ら

れ
た
基
準
以
内

②
失
業
、
倒
産
、
廃
業
が
確
認

で
き
る

③
障
が
い
者
か
寡
婦
で
前
年
所

得
が
１
２
５
万
円
以
下

④
生
活
保
護
法
に
よ
る
生
活
扶

助
以
外
の
扶
助
を
受
給

⑤
特
別
障
害
給
付
金
を
受
給

（
全
額
免
除
対
象
。毎
年
申
請
要
）

■
必
要
な
も
の

①
年
金
手
帳
、
納
付
書
な
ど
基

礎
年
金
番
号
の
分
か
る
も
の

②
印
鑑
（
本
人
署
名
の
場
合
は

不
要
）

③
市
で
前
年
所
得
の
状
況
が
確

認
で
き
な
い
方
は
、
前
年
所
得

の
分
か
る
も
の

④
昨
年
１
月
１
日
以
降
の
失
業

を
理
由
と
す
る
方
は
、
雇
用
保

険
被
保
険
者
離
職
票
か
雇
用
保

険
受
給
資
格
者
証

⑤
特
別
障
害
給
付
金
を
受
給
し

て
い
る
方
は
、
同
給
付
金
額
通

知
書

■
申

　

保
険
年
金
課
へ
直
接
。

■
結
果

　

日
本
年
金
機
構
か
ら
承
認
通

知
書
送
付
（
一
部
免
除
の
方
に

は
区
分
に
応
じ
た
納
付
書
が
送

付)

。
■
問

　

同
課
☎
70
・
５
６
１
８
か
厚

木
年
金
事
務
所
☎
０
４
６
・
２

２
３
・
７
１
７
１
。

忘
れ
て
い
ま
せ
ん
か
？

年
金
請
求
の
手
続
き

　

老
齢
基
礎
年
金
を
受
け
取
る

の
に
必
要
な
受
給
資
格
期
間

が
、
今
年
８
月
１
日
に
25
年
か

ら
10
年
に
短
縮
さ
れ
ま
す
。
日

本
年
金
機
構
は
対
象
と
な
る
方

に
黄
色
の
封
筒（
Ａ
４
サ
イ
ズ
）

を
送
付
し
て
い
ま
す
。
最
も
早

い
年
金
支
払
い
は
今
年
10
月
で

す
。
年
金
請
求
手
続
き
を
し
て

い
な
い
方
は
、
同
事
務
所
で
手

続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
（
事
前

予
約
要
）。

　

問
同
事
務
所
か
ね
ん
き
ん
ダ

イ
ヤ
ル
☎
０
５
７
０
・
05
・
１

１
６
５
。

税
非
課
税
世
帯
の
方
）
に
は
、

新
し
い
減
額
認
定
証
（
同
色
）

を
７
月
末
日
ま
で
に
郵
送
し
ま

す
。

　

問
保
険
年
金
課
☎
70
・
５
６

１
７
。

決
定
・
納
入
通
知
書
を
送
付

決
定
・
納
入
通
知
書
を
送
付

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

認
定
証
更
新
や
限
度
額
変
更

認
定
証
更
新
や
限
度
額
変
更

  

国
民
健
康
保
険
な
ど

国
民
健
康
保
険
な
ど

所得区分 外来（個人単位） 外来＋入院（世帯単位）

現役並み
所得者（※１） ４万4400円

８万100円（総医療費が26万7000円を
超えた場合は、その超えた分の１％を
加算。４回目以降の場合４万4400円）

一般（※２） １万2000円 ４万4400円
※１　 住民税課税所得145万円以上の方（同一世帯で70～74歳の被保

険者が145万円以上の場合も含む。世帯の状況によって申請に
より所得区分が一般となる場合あり）

※２　現役並み所得者以外で市民税が非課税でない方　　　

〈平成29年７月まで〉
自己負担限度額（月額）

所得区分 外来（個人単位） 外来＋入院（世帯単位）

現役並み
所得者 ５万7600円

８万100円（総医療費が26万7000円を
超えた場合は、その超えた分の１％を
加算。４回目以降の場合４万4400円）

一般 １万4000円（※３） ５万7600円
（４回目以降の場合４万4400円）

※３　 ８月～翌年７月の自己負担額の合計が、年間上限14万4000円を超
えた場合、差額を給付

〈平成29年８月～平成30年７月診療分〉
自己負担限度額（月額）

⬇

　各家庭に設置されている住宅用火災
警報器は、大切な命を守るため、「いざ」
という時に正常に作動するよう維持管
理が必要です。次の３つを実践・確認
しましょう。詳しくは、予防課へ問い
合わせてください。
　問同課☎76・2166。

【定期的にお手入れをしましょう】
　ほこりなどが付着すると火災を感知
しにくくなったり、誤作動を起こした
りする場合があるので、定期的に掃除
をしましょう。

【定期的に作動確認をしましょう】
　１か月に１回程度、作動確認を行い
ましょう。方法は本体のひもを引くも
のやボタンを押すことで点検できるも
のなど、機種やメーカーによって異な
るので、取扱説明書などで確認してく
ださい。
【本体の交換時期について】
　新築住宅での設置が義務付けられて
から10年が経過しています。機器本体
の交換目安は10年ですので、設置時期
の確認をお願いします（本体に記入し
た年月日か製造年を確認してください）。

定期的に作動確認し、音を聞きましょう！
ボタンを押す、またはひもを引いて作動確認をします。

正常な場合は？
 

音が鳴らない場合は？
 

しーん

ピピ、
ピーピーピー

ピーピーピー
火事です

・・・

　音が鳴らない場合は、電池がきちんとセットされているか、確認してください。
　それでも鳴らない場合は、「電池切れ」か「機器本体の故障」です。取扱説
明書を確認してください。


